
事業名 担当課・室名

先進技術普及体制強化事業 研究普及課 2 / 7

参入企業経営強化推進事業 研究普及課 3 / 7

新規就農促進事業 農山漁村・担い手支援課 4 / 7

人・農地プラン推進事業 集落営農・水田対策室 5 / 7

林業事業体強化推進事業 林務管理課 6 / 7

漁業担い手総合対策事業 水産振興課 7 / 7

施策名：経営マインドを持った力強い担い手の確保・育成
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A

（単位：千円）

コスト ２６年度（決算） ２７年度（決算） ２８年度(予算)

総コスト 19,750 16,520

事業費 6,750 3,520

（うち一般財源） 3,561 3,520

人件費 13,000 13,000

職員数（人） 1.30 1.30

２８年度 評価

２８年度 評価

（事業実施年度：平成２７年度）

（評価実施年度：平成２８年度）

事業名 先進技術普及体制強化事業 事業期間 平成 ２５ 年度～平成 ２７ 年度
政策区分 変化に対応し挑戦と努力が報われる農林水産業の実現

施策区分 経営マインドを持った力強い担い手の確保・育成

事務事業評価調書

　将来にわたって、栽培管理・経営面で的確な指導が行える普及職員を育成することで、地
域や産地を牽引する参入企業や新規就農者における早期の経営計画達成に向けた支援体制を
整備する。

総合評価 終了 事業実施課（室）名 研究普及課 評価者 地域農業振興課長　浅田　誠治

［１．現状・課題、目的］

現状・課題

　農業分野への企業参入など新規就農が進む中で、県内で生産事例の無い品目の
指導や、先進的な技術・経営指導が求められている。そのような中、普及職員は
団塊世代の退職に伴い世代交代の過渡期を迎えており、若手普及職員の資質向上
が急務となっている。

事業の目的

事業の成果

試験研究成果現地移転数（課題）

最終達成
(２７年度)

今後の課題

農林水産省主催研修受講者数及び
県主催研修受講者数(人)

目標値 550 550 550

a ・県施策達成に向けた研修内容の高度化及び迅速化

実績値

72 66 66
達成率

93.3% 93.3% 93.3%

117.9%

［３．事業の成果］

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度
最終達成

(２７年度)

広域普及指導員による研修会開催
数(回)

目標値 56 56 56

今後の事業方針

・農業への企業参入並びに農業の担い手の大規模化を推進する中で、新たな技術や品目の導入への対応機会を増加
・２８年度以降、先進的な技術に対応する普及職員研修等については、農業改良普及事業の中で実施

［４．今後の方向性等］

今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続 廃止

　試験研究成果並びに国主催研修で得られた高度な知識について、県研修により共
有及び実証したことで、現地において研究成果等の導入・波及が図られた。
　特に、高糖度かんしょ「甘太くん」の栽培技術の確立による産地づくりや、環境
に優しい夏秋ピーマン病害虫防除技術の開発により安定生産が図られ生産者の所得
向上につながった。

実績値

583
達成率 102.2% 106.0% 106.0%

目標値 15 15 15

a14 14 14

達成率

［２．事業内容］

活動名及び活動内容 事業実施年度における効率化の取組状況

①広域普及指導員(革新支援専門員)育成対策
　普及能力向上及び企画運営力強化、高度な経営指導研修への派遣（10人）
②高度・最新技術習得対策
　若手普及指導員等養成研修の開催（24回）及び農政課題解決研修への派遣（25人）
　農政上の重点課題解決及び新たな技術の適合・実証研修（33回）
　現場の実態を踏まえた農業経営の診断・分析研修の開催（9回）

・国の研修で得られた高度な知識を
県主催研修により広く共有化
・国の研修の講師を県主催研修に招
聘

活動指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度

128.6% 117.9%
実績値

562 583
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A

（単位：千円）

コスト ２６年度（決算） ２７年度（決算） ２８年度(予算)

総コスト 14,927 14,507 15,252

事業費 1,927 1,507 2,252

（うち一般財源） 1,927 1,507 2,252

人件費 13,000 13,000 13,000

職員数（人） 1.30 1.30 1.30

２８年度 評価

20

15

２８年度 評価

17

15
実績値

事業の成果

年間販売額1億円以上の企業数
（社）

目標値 11 13 17

a11 15

達成率 100.0% 115.4%

最終達成
(２８年度)

今後の課題

プロジェクトチームの設置企業数
（社）

目標値 20 20 20

a ・重点企業に対する技術面や経営面の課題解決に向けた支援
・安定的に年間販売額1億円以上を達成する企業の育成

実績値

8 10
達成率

18 18

　農業政策が大幅に転換していく中で、参入企業は地域経済を活性化させる存在であること
から、経営目標達成の課題解決支援を行い、地域での雇用促進や耕作放棄地の解消、大分県
産品のブランド力の強化を図っていく。

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 研究普及課 評価者 新規就業・経営体支援課長　茅野　有三

［１．現状・課題、目的］

現状・課題

　本県では基幹的農業従事者の減少に伴う耕作放棄地の増加、農村地域の活力低
下への対策として、企業の農業分野への参入を進めているが、参入企業が力強い
経営体へと発展していくにあたり、参入後に直面する栽培・作業管理、経営管理
等の諸課題解決に向けた支援が求められている。

事業の目的

（事業実施年度：平成２７年度）

（評価実施年度：平成２８年度）

事業名 参入企業経営強化推進事業 事業期間 平成 ２６ 年度～平成 ２８ 年度
政策区分 変化に対応し挑戦と努力が報われる農林水産業の実現

施策区分 経営マインドを持った力強い担い手の確保・育成

事務事業評価調書

今後の事業方針

・各関係機関(振興局、専門家、広域普及指導員、研究指導センター、本庁）が一体となった支援体制（ＰＴ）による経営改善のフォローアップ
・課題解決に向けた実証調査や研修会等の実施による年間販売額1億円以上の経営体育成

［４．今後の方向性等］

今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続 廃止

　平成２７年度末で15社となり、そのうち重点企業2社が新たに年間販売額1億円以
上達成企業となった。実績値

達成率 90.0% 90.0%

［３．事業の成果］

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度
最終達成

(２８年度)

実証調査実施企業数（社）

［２．事業内容］

活動名及び活動内容 事業実施年度における効率化の取組状況

①プロジェクトチーム（ＰＴ）による専門家を活用した課題解決
　重点企業を支援対象としてＰＴを組織し、参入企業の抱える課題の早期解決を支援（18社）
②技術改善に係る実証調査実施企業数
　新技術導入等の技術改善に係る実証調査（10社）
③経営強化支援対策
　全参入企業を対象とした計画達成に向けた研修会（全体研修会1回、分野別研修会3回）

・重点企業に対し、各関係機関(振興
局、専門家、広域普及指導員、研究
指導センター、本庁）が一体となっ
た支援体制（ＰＴ）の構築（Ｈ２６
～）
・分野別研修会（研究普及課、園芸
振興室、農山漁村・担い手支援課）
による共催（Ｈ２６～）

活動指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度

133.3% 100.0%

目標値 6 10
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A

（単位：千円）

コスト ２６年度（決算） ２７年度（決算） ２８年度(予算)

総コスト 29,191 28,846

事業費 4,191 3,846

（うち一般財源） 4,191 3,846

人件費 25,000 25,000

職員数（人） 2.50 2.50

２８年度 評価

２８年度 評価

今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続 廃止

5

a
7

指標名（単位）

138.1% 138.1%

県外からの
新規就農者数（人／年）

目標値 42 42 42

a実績値 44

指標名（単位） 達成度

活動指標

新規就農セミナー等の主催
（回／年）

目標値 5 5
実績値

2
実績値 1 3

50.0% 150.0% 150.0%

58 58

２７年度
最終達成

(２７年度)

［３．事業の成果］

事業の成果

　県内外での新規就農希望者等を対象とした就農相談会等の定期的な開催や、就農
学校やファーマーズスクールなどへの研修受入、農業法人への雇用就農などを推進
したこと等により、目標を上回る就農者数を確保できた。

達成率 104.8%

成果指標

２６年度

年度～平成

総合評価 終了 事業実施課（室）名 農山漁村・担い手支援課

事業名 新規就農促進事業 事業期間 平成 ２６

新規就業・経営体支援課長　茅野　有三

［１．現状・課題、目的］

  本県における農業の担い手を確保するため、県外の就農協力協定締結機関との連携による
研修や、雇用就農希望者と農業法人等をマッチングする雇用就農相談会を実施すること等に
より、新規就農者確保に向けた取組の強化を図る。

［２．事業内容］
事業実施年度における効率化の取組状況

現状・課題
　農業就業人口の減少、担い手の高齢化が進む中で産地を維持・発展させるた
め、新規就農者確保と就農希望者の確実な就農への支援が求められている。

事業の目的

活動名及び活動内容

評価者

・担い手確保専任職員が持つ新規就
農に関する専門的知識を活用したセ
ミナー・相談会等の実施

今後の課題

・就農相談会への参加者の増加に向けた広報の充実

①移住就農促進対策
　新規就農希望者を対象としたセミナー等の主催（6回）
　担い手確保専任職員が研修生を受け入れている法人や教育機関等へ出向き、本県での就農
　を呼びかけ（19件）
②雇用就農促進対策
　雇用就農希望者を対象とした相談会の開催（2回）
　法人経営者等を対象とした研修会の開催（3回）

達成度 ２６年度 ２７年度
最終達成

(２７年度)

6 6
120.0% 120.0%

農業体験研修の開催
目標値 2 2

［４．今後の方向性等］

今後の事業方針

・大分県への就農者が多い福岡県内にて新規就農セミナー・相談会と個別相談会を定期的に実施
・「地域育成型就農システム支援事業」実施市町と連携して、県内外へ就農支援施策の周知を強化
・県外からの移住就農対策を強化するため、平成２８年度から新規事業「UIJターン就農者拡大対策事業」を創設し、就農相談や農業体験を実施

事務事業評価調書
（事業実施年度：平成２７年度）

２７ 年度

（評価実施年度：平成２８年度）

政策区分 変化に対応し挑戦と努力が報われる農林水産業の実現

施策区分 経営マインドを持った力強い担い手の確保・育成

達成率 140.0%

3
達成率
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A

（単位：千円）

２６年度（決算） ２７年度（決算） ２８年度(予算)

21,666 14,550 10,602

事業費 16,666 9,550 5,602

（うち一般財源）

（うち繰越額） 2,000

5,000 5,000 5,000

0.50 0.50 0.50

２８年度 評価

1

２８年度 評価

823

今後の事業方針

・法人設立支援については、農業経営体法人化推進事業(２８年新規)に一本化し、集落営農、複数個別経営、個別経営体の法人化について一体的に支援していく

94.1%

［４．今後の方向性等］

今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続 廃止

成果指標

事業の成果

農業法人数（経営体）

目標値 747 823

a
  集落営農法人が新たに9法人設立され、累計で205法人となった。
  また、集落営農法人以外の個別経営体等の法人化も、個別経営指導や企業の農業参
入の推進により新たに23法人が設立され、累計で498法人となり、農業法人数の総数
は703法人となった。

実績値 671

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度
最終達成

(２８年度)

703

達成率

［３．事業の成果］

100.0%

大分県集落営農法人化等研修会
(回)

目標値 5 3
実績値 4 3

活動指標

今後の課題

大分県人・農地対策推進研修会
(回)

目標値 1 1 1

a ・人・農地プランに基づく農地集積による担い手の経営安定
・設立された集落営農法人等の経営力の強化

実績値 1

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度
最終達成

(２８年度)

1
達成率 100.0%

達成率 80.0% 100.0%

［２．事業内容］

活動名及び活動内容 事業実施年度における効率化の取組状況 コスト

①人・農地プランの作成推進活動
　県プロジェクトチーム会議：3回、振興局別推進会議：6ヶ所×2回、県研修会：1回
②集落営農法人等の設立支援
　県法人化推進研修会：3回、各地区別研修会：6回
　集落での話し合いにおける助言、経営計画の作成支援、合意形成の支援等
③法人登記等に要する費用の助成
　集落営農法人等設立時に要した経費（登記費用、研修会等の費用、初期運営に要する費用
　等）に対する国庫補助金を活用した助成：40万円×7法人

・人・農地プランの推進および集落
営農推進のための会議を各振興局を
訪問して一体的に実施

総コスト

人件費

職員数（人）

新規就業・経営体支援課長　茅野　有三

［１．現状・課題、目的］

現状・課題
　県農業の将来を担う力強い担い手の育成に向けて、農地の担い手、出し手等を
明確にした人･農地プランの作成の促進や、地域の主要な担い手となる集落営農
法人等の育成が課題となっている。

事業の目的

　地域農業の維持･発展のため、県内のほぼ全域で集落等を単位とした人･農地プランの作成を
促進する。
　農業経営の安定化と高度化を図るため、集落営農組織や複数個別経営の法人化を支援し、農
業法人数の拡大を促進する。

年度
政策区分 変化に対応し挑戦と努力が報われる農林水産業の実現

施策区分 経営マインドを持った力強い担い手の確保・育成

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 集落営農・水田対策室 評価者

事務事業評価調書
（事業実施年度：平成２７年度）

（評価実施年度：平成２８年度）

事業名 人・農地プラン推進事業 事業期間 平成 ２４ 年度～平成 ２８

繰越がある場合用
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A

（単位：千円）

２６年度（決算） ２７年度（決算） ２８年度(予算)

482,684 373,312 244,003

事業費 461,684 352,312 223,003

（うち一般財源） 43,266 46,341 5,388

（うち繰越額） 121,976 147,600

21,000 21,000 21,000

2.10 2.10 2.10

２８年度 評価

30

10

２８年度 評価

79

今後の事業方針

２７年度
最終達成

(２９年度)

目標値 74

100.0% 100.0%

今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続 廃止

82

実績値 74 77

達成率

達成度 ２６年度

評価者 林務管理課長　吉野　大二

①高性能林業機械導入支援事業
　高性能林業機械の導入補助（11事業体：21台）
②高性能林業機械等改良支援事業
　高性能林業機械の改良補助（8事業体：8台）
③素材生産担い手育成事業
　研修の実施(379人)、安全資材導入支援(350人)

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 林務管理課

現状・課題

　林業産出額の増大のためには、素材生産の主体的な担い手である認定林業事業
体の確保・育成が不可欠であるが、経営基盤が小規模・脆弱なため、事業を拡大
するための生産基盤の整備や機械オペレーター等の人材育成が困難な状況にあ
る。

事業の目的

活動名及び活動内容

［２．事業内容］

［１．現状・課題、目的］

　認定林業事業体を中心とした林業事業体の能力の向上を図ることにより、担い手の確保・強
化を推進し、木材生産力の向上と森林整備の効率化を図る。

事業実施年度における効率化の取組状況 コスト

・事業説明等の一体的な実施

（評価実施年度：平成２８年度）

年度

事務事業評価調書
（事業実施年度：平成２７年度）

事業名 林業事業体強化推進事業 事業期間 平成 ２７ 年度～平成 ２９
政策区分 変化に対応し挑戦と努力が報われる農林水産業の実現

施策区分 経営マインドを持った力強い担い手の確保・育成

達成度 ２６年度 ２７年度
最終達成

(２９年度)

a10 10
83.3% 90.0%達成率

120.0%

目標値

目標値

30
実績値 25 27

30 30

・高性能林業機械導入支援事業については、補助の対象とする機種の絞り込みを行うとともに、過去に導入した機械の活用状況から、改善が必要な事業体の作業システム構築を支援
・高性能林業機械等改良支援事業については、普及している機械の高性能化に伴い廃止
・素材生産担い手育成事業については、提案型での実施を改め、必要な研修に限って実施

総コスト

人件費

職員数（人）

今後の課題

・取組事業体への継続的なフォローアップ

［３．事業の成果］

事業の成果

　認定の働きかけを行った結果、7社が新たに認定を受けたことにより、林業労働者
の受け入れ先の拡大と就業環境の改善に向けた体制の整備が進んだ。（4社が認定を
取り下げたため、増加は3社）

［４．今後の方向性等］

成果指標

指標名（単位）

認定林業事業体数（社） a
77

実績値 12

活動指標

指標名（単位）

林業事業体強化推進事業
取組事業体数（社）

新規認定に向けた事業体訪問数
（社）

達成率

繰越がある場合用
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A

（単位：千円）

コスト ２６年度（決算） ２７年度（決算） ２８年度(予算)

総コスト 14,485 24,277

事業費 6,485 12,277

（うち一般財源） 6,485 12,277

人件費 8,000 12,000

職員数（人） 0.80 1.20

２８年度 評価

2

4

２８年度 評価

225

今後の事業方針

・新規就業インターンシップを実施する高校を増やし新規漁業就業者を確保
・新規就業者が定着促進する取組に対して支援
・中核的漁業者による活動拡大を検討

［４．今後の方向性等］

今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続 廃止

達成率 103.2%

目標値

達成率

221

a

［３．事業の成果］

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度

　青年漁業士育成講座や普及指導員による普及活動により認定漁業士を11名増やす
ことができた。また、中核的漁業者を対象に研修会を開催し、自己研鑽するととも
に水産施策へ提言する機会を創出した。

実績値 217 228

事業の成果

認定漁業士数（人）

達成率 100.0% 100.0%

5 4

２７年度
最終達成
(  年度)

中核的漁業者を対象とした研修会
の開催・参加（回／年）

目標値 4 4

・漁業学校研修及び青年漁業士育成
講座の共通科目を同時開講

活動指標

指標名（単位） 達成度
最終達成

(　　年度)
今後の課題

新規就業インターンシップ高校数
（校／年）

目標値 1 1

a ・水産系以外の高校への新規就業インターンシップの拡大
・青年漁業士等中核的漁業者の活動の拡大

実績値

実績値

２６年度 ２７年度

125.0% 100.0%

水産振興課長　岡田　敏弘

［１．現状・課題、目的］

現状・課題
　漁業就業者数は、年々減少するとともに高齢化が進んでいるため、若くて意欲
のある担い手の確保や、中核的漁業者等の資質向上を図ることが課題となってい
る。

事業の目的 　漁業担い手を確保・育成するとともに、中核的漁業者等の資質向上を図る。

1 1

［２．事業内容］

活動名及び活動内容 事業実施年度における効率化の取組状況

①漁業担い手確保育成
　新規就業インターンシップ（高校生　1年生9名、2年生6名、3年生4名）
　漁業学校研修の運営支援、県単独の青年就業準備給付金の支給（2名）
　青年漁業士育成講座の開講、漁業士の認定（11名）
②漁村の活性化への取組
　漁村女性への活躍支援（研修会3回）、中核的漁業者等による漁村活性化（4取組）
③水産業の啓発
　小中学生体験漁業教室（10回）、中核的漁業者を対象とした研修会（4回）

事務事業評価調書
（事業実施年度：平成２７年度）

（評価実施年度：平成２８年度）

事業名 漁業担い手総合対策事業
政策区分 変化に対応し挑戦と努力が報われる農林水産業の実現

施策区分 経営マインドを持った力強い担い手の確保・育成
事業期間 平成 ２７ 年度～平成 年度

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 水産振興課 評価者
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